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日本体育協会スポーツ憲章 

 
この憲章は、公益財団法人日本体育協会（以下「本会」という。）の目的と

する国民スポーツの推進を図るため、スポーツ精神や２１世紀におけるスポー

ツの使命等、スポーツが有する意義や価値を明確にするとともに、本会と加盟

団体（準加盟団体を含む、以下「加盟団体」という。）が「スポーツ立国の実

現」に向け、一体的に取り組むための基本的な考え方を示したものである。 
 

第１条 スポーツの意義と価値 
スポーツは、自発的な運動の楽しみを基調とする人類共通の文化である。

生涯を通じて行われるスポーツは、豊かな生活と文化の向上に役立ち、人々

にとって幸福を追求し健康で文化的な生活を営む上で不可欠なものである。 
さらに、スポーツは、人々が自主的、自発的に行うことを通じて、望まし

い社会の実現に貢献するという社会的価値を有する。 
 

第２条 スポーツ精神 
スポーツ精神とは、自らスポーツを行うことに意義と価値を認め、常に

品位と名誉を重んじ、スポーツの競技規則、スポーツマンシップやフェア

プレーなどのスポーツ規範に基づき、生涯を通じて自己の能力・適性等に

応じて、主体的かつ継続的にスポーツの楽しさや喜びを味わうことである。 
 
第３条 スポーツの使命 

スポーツは、人々のライフスタイルに様々な影響を与え、人生をより豊

かに充実させる。さらに、スポーツは、人々がスポーツ文化を豊かに享受

することによって、次の各号に定める２１世紀のグローバルな課題の解決

に寄与し、望ましい社会の実現に貢献するという新たな使命を有している。 
（１）スポーツを通して人と人の絆が培われ、人々が共に地域に生きる喜

びを広げ、人種、思想、信条等を超えて公正で福祉豊かな地域生活を

創造すること。 
（２）スポーツによる身体的諸能力の洗練を通じ、環境や他者への理解を

深め、自然と文明の融和の下、環境と共生する持続可能なライフスタ

イルを創造すること。 
（３）相互尊敬を基調とするスポーツにおけるフェアプレーの精神を広め

深めることを通じて、平和と友好に満ちた世界を構築すること。 
 
第４条 基本的権利としてのスポーツ 

スポーツは、性別や年齢、障がいの有無などに関係なく、全ての人々が

自由に楽しむ文化であり、スポーツを楽しむことは、全ての人々の基本的

な権利である。そして、その権利の実現のためには、誰もがスポーツに親

しめる機会として、「する」、「みる」、「支える（育てる）」等の多様な関わ

り方が可能となり、また、適切なスポーツ指導能力を持つ有資格者の指導

が受けられるよう配慮されなければならない。 
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 第５条 スポーツの公平性及び公正性の確保 

スポーツにおいては、フェアプレーの精神を尊重し、公平性及び公正性

を確保するため、スポーツの価値を損なう次の各号に定める不適切な行為

を行わず、強要せず、黙認せず、許さず、その根絶に努めるものとする。 
（１）暴力、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント又は   

人種、性別、障がいの有無などによる差別等の行為 
（２）ドーピングや勝敗に関わる不正な操作等の不正行為 

 
第６条 スポーツに関わる者の心得 

スポーツに関わる者は、スポーツ精神及びスポーツの使命を十分に認識

し、スポーツを後世に伝え継ぐ役割を担い、それぞれの立場に応じて、前

条に規定するもののほか、特に次の各号に定める事項に配慮しなければな

らない。 
（１）スポーツを行う者（以下「プレーヤー」という。）は、スポーツを愛

し、楽しむために、自発的に行うとともに、常に相手を尊重し、スポ

ーツ精神に基づいて自らの行動に最善を尽くさなければならない。 
（２）スポーツ指導者等（大会役員、審判員、スタッフ等を含む）は、ス

ポーツが全ての人々の基本的な権利であることを理解するとともに、

常にプレーヤーズファーストを念頭にプレーヤーを導き、サポートす

る役割を有していることを認識し、スポーツ指導者等の持つ影響力を

自覚して行動しなければならない。 
（３）本会及び加盟団体の役職員は、団体の公益性と社会的責任を認識し、

常に品位と名誉を重んじ、プレーヤーやスポーツ指導者等の模範とな

るよう行動しなければならない。 
 
第７条 本会及び加盟団体の使命・役割 

本会及び加盟団体は、高い公益性が求められ、大きな社会的責任があるこ

とに鑑み、法令及び本会諸規程等を厳守するとともに、第４条及び第５条に

規定するもののほか、次の各号に定める事項に自主的かつ自律的に取り組ま

なければならない。 
（１）スポーツの使命の実現を目指して、スポーツの普及・推進及び競技力

の向上に努めること。 
（２）適正な組織運営・経営を行い、情報公開など透明性を確保し、ガバナ

ンスの強化を図ること。 
（３）プレーヤーの権利・利益の保護、心身の健全育成及び安全の確保に配

慮し、スポーツの健全な普及及び発展に努めること。 
（４）スポーツの推進に当たり、組織運営、登録競技者及びスポーツ指導者

等に関して必要となる諸規程、基準、規則等の整備を図ること。 
（５）スポーツに関する紛争について、迅速かつ適正な解決に努めること。 

 
第８条 本憲章の適用 

この憲章は、本会及び加盟団体に対して適用されるものである。 
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附則１ 
  この憲章は、「アマチュア・スポーツのあり方」及び「日本体育協会アマチ

ュア規定（昭和２２年４月２日施行、昭和３２年１２月４日第１次改正、  

昭和４６年１月１日第２次改正）をもとに改正し、昭和６１年５月７日から

施行する。 
 
附則２ 
 １．この憲章は、平成２０年９月１０日から施行する。 
２．但し、平成２０年９月１０日施行以前の「日本体育協会スポーツ憲章」

の内容を特に必要とする団体については、第２条に次の事項を含めること

ができるものとする。 
  ○スポーツを行うことによって、自ら物質的利益を求めない。 
  ○スポーツによって得た名声を、自ら利用しない。 
 
附則３ 
  この憲章は、公益財団法人日本体育協会の設立の登記の日（平成２３年  

４月１日）から施行する。 
 
附則４ 
１．この憲章は、平成２７年３月１１日から施行する。 
２．平成２０年９月１０日施行前の「日本体育協会スポーツ憲章」の内容を

特に必要とする団体については、第６条第１号に規定するところに次の事

項を含めることができるものとする。 
  ○自らの物質的利益のためにスポーツを利用しない。 
  ○自らの名声のためにスポーツを利用しない。 
３．第７条第４号に規定する諸規程等の内、「競技者規程作成のためのガイ

ドライン」を別表に示す。 
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別表 
 

〈競技者規程作成のためのガイドライン〉 
 

１．本会の加盟競技団体は、登録競技者の保護と支援の責任を持つ立場にある

ことを踏まえ、この憲章の趣旨に沿って、次の条項に準拠して競技者規程を

制定するものとする。 
ただし、国際競技連盟に所属する競技団体は、当該国際競技連盟の規則に

準拠して競技者規程を制定するものとする。  
 
２．本会の加盟競技団体は、自らの諸規程及び諸事情等により、次の者を競技

者として登録しないことができる。  
 
（ａ）プロカテゴリーを有している場合において、プロとして登録されている

者又はプロ契約をしている者  
（ｂ）競技会参加準備又は参加のために、所属競技団体の事前了承なく物質的

便益を受けた者  
（ｃ）自分の氏名、写真又は競技実績を広告に使うことを許した者。ただし、

当該競技団体の承認を得たときは、この限りでない。  
（ｄ）所属競技団体が禁止した競技会に参加した者  
（ｅ）競技に際して、特にドーピング又は暴力行為などによりフェアプレーの

精神に著しく反した者  
（ｆ）この憲章に違反し、競技者として著しく品位又は名誉を傷つけた者  
（ｇ）所属競技団体の規程に抵触した者 
 
 


